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研究成果の概要（和文）：健康・機能状態の社会的格差をライフコースの視点から検証する際、幼少期情報を想
起情報に頼らざるを得ないことが多い。代理指標として脚長などの客観的マーカーの利用可能性を検討した。高
齢者パネル調査（くらしと健康調査）を用いて脚長（幼少期の栄養状態の代理指標）と親職種、幼少期「生活困
難度」との関係を見たが、有意な関係は認められなかった。一方、脚長は、学歴と収縮期血圧の関係を有意に媒
介していた。社会経済的要因による社会的選択の影響を考慮し、同朋情報を用いてバイアス補正を検討したとこ
ろ、同朋との到達学歴の一致・不一致により学歴と健康・生活習慣との関連性が異なっていた。社会的選択の影
響を考慮する必要がある。

研究成果の概要（英文）：Using an existing panel data of middle-age and older population (JSTAR), we 
investigated whether anthropometric measurement (e.g leg length) could be used as a proxy marker of 
human capital formation in childhood. We did not find significant association between leg length and
 recalled socioeconomic status in childhood. However, leg length did significantly mediate the 
association between educational attainment and blood pressure. We also relied on sibling information
 on educational attainment as a marker of social selection. Those with consistent educational 
attainment with his/her sibling had different association between educational attainment and smoking
 compared to their counterpart with inconsistent status for their siblings, suggesting that social 
selection does matter in the estimation of social disparity in health.

研究分野： 保健社会学

キーワード： 社会格差　人的資本　学歴　健康格差

  １版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
中高齢者の健康や機能状態に学歴・所得・

就労状況などによる社会格差が見られるこ

とは、国内外で確固たる事実として確認さ

れている。その多くは横断研究ないし従来

のコホート追跡によっており、観察開始時

点でのベースラインの所得や学歴を多変量

解析で補正するにとどまっている。しかし

学歴は主に幼少期の社会経済的環境により

決定され、所得は学歴と就労状況、さらに

は健康状態による影響を受ける。また、未

測定の交絡要因（遺伝や幼少期の家庭環境）

の影響も考えられる、さらには淘汰的選択

の影響で、成人に到達する以前に高リスク

者がすでに死亡しており格差が過少評価さ

れる点も指摘されている。こうした背景か

ら、学歴などによる健康格差を中高齢者を

対象として因果関係ならびに影響規模の正

確な推計をするには、パネルデータによる

繰り返し測定や計量経済的統計手法に加え、

幼少期の影響をコントロールする新しい手

法の導入が必要であると考えられた。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究計画では当初目標として 

１）対象者の幼少期の社会経済的状況が、

対象者の最終学歴ならびにその後の社会経

済的状況の変遷の決定要因としてどれほど

の説明力を持つかを検証する。 

２）対象者の幼少期の社会経済的状況・そ

の後の変遷と、対象者の成人後の各種機能、

罹患状況、就労、所得とどのような相関を

有するかを検証する。 

３）幼少期の社会経済的状況による人的資

本の影響や未測定因子による内生性問題を

考慮し、パネルデータで所得の変化や就労

の変化と健康状態や機能の変化の因果的関

連を検証する。 

４）淘汰による選択バイアスの影響を考慮

した分析を実施し、成人後の生活習慣や所

得・就労の影響を従来の分析手法と比較検

討し、過少評価の程度を同定する。 

 以上の検討を通じて、中高齢者の健康・

機能の規定要因として、幼少期の社会経済

的環境による人的資本形成と、成人後～現

在の社会経済的環境の整備のいずれが重要

なのかを検討し、中高齢者における社会的

健康格差の是正につながるメカニズムを明

らかにする。 
 
３．研究の方法 
 

既存データとして、くらしと健康調査

（ Japanese Study of Ageing and 

Retirement; JSTAR）を基盤データとする。

すでに 2007, 2009，2011 に実施された 3

回分（5 都市）および 2009, 2011 の 2 回分

（２都市）のパネルデータを用いて、当初

の検討を行う。2009 年の wave で、対象者

が 15 歳時の両親の生存および職業が聞き

取りされている。これを幼少期の世帯の社

会経済的環境の近似変数として扱う。また

2009年には身長と座高の測定が 2100人程

度得られている。脚長（身長－座高）は幼

少期の栄養状態を反映した人類学的指標で

あり、社会経済的世帯環境との相関が強い

と考えられている。これを幼少期の身体的

健康資本の近似変数として扱い、親の職業、

本人学歴・職業との相関を検討する。また

これらと、ベースライン時点での罹患状況、

ADL、IADL（instrumental ADL）、メン

タルヘルス（CES-D20）、認知能力（MMSE

および ADAS J-cog の単語想起テスト）、な

どとの単純相関を検討する。仮説としては、

幼少期の社会経済的状況は、幼少期の人的

資本（健康・学歴達成）、その後の社会経済

的状況（職業など）と健康状態・機能状態

との相関が見られるはずであるが、未測定

因子の影響や、選択的淘汰の影響により予

想される相関が検出されない可能性が高い。 

そこで未測定因子の影響などを考慮した分

析を実施するために追加質問モジュールと



して幼少期の家庭環境として文化的資本

（本や美術鑑賞などの有無）、虐待や社会的

排除の有無などの測定を提案し、これを

2013 年実施予定の第 4 回 JSTAR 調査で測

定を予定する。あわせて未測定因子による

バイアスを除去するうえで、兄弟の情報を

用いて、兄弟と対象者の測定変数の差分を

利用することを試みる。幼少期の環境を共

有していると考えられる、年齢の近い兄弟

と比較することで、共有されている未測定

因子の影響を排除した推計が得られると期

待されることから、同じく 2013 年実施予

定調査において、兄弟姉妹同朋情報の入手

を予定する。 
 
４．研究成果 

既存データを用いた検討では以下のことが

明らかとなった。初年度 2009 年データを用

いた検討では、幼少期の対象者の親の職業と、

対象者の脚長（身長から座高を引いたもの）

との間にはほぼ予想通りの関係として、自営

業・未就労の親を持ったものでは脚長が短い

ことが確認されたが、有意差にはいたらなか

った。その他想起による幼少期の生活困難度

と関係についても困難度が高いもので脚長

が短い傾向はみられたが、やはり有意には至

らなかった。以上から脚長を幼少期の人的資

本形成の質を表す代理指標として用いるこ

との妥当性を裏付ける根拠が得られないと

判断した。 

2年次となる2013年度ではJSTARのパネル追

跡調査年にあたり、10 地点のうち鳥栖市で実

施される調査をカバーするとともに、同朋情

報の調査項目を提案し他の地点での測定項

目に採用してもらうことができた。一方、幼

少期情報として母子保健手帳などによる出

生時・幼少期の成長発達情報の想起的収集に

ついては、初期的探索の結果、母子保健手帳

の保有率が高くないことからこれを断念し

た。また 2013 年実施の予定であった追跡調

査が、他地点での研究実施計画が遅れたこと

から、繰り越し申請を実施し、2014 年に調査

実施となった。この間を利用し、既存データ

を用いて、社会経済的地位と食行動との関連、

また就労時の職階・職業カテゴリーによる引

退による健康・機能・生活習慣への影響を

propensity-matched 

difference-in-difference で検討した結果

を国際医療経済学会で発表するとともに、デ

ィスカッションペーパーとして発表した。 

2014 年、本研究事業で担当した調査地点（鳥

栖市）では 500 人ほどから追跡情報の収集を

完了した。先行して終了した鳥栖市データを

用いて、同朋情報を用いた選択的生存による

バイアスの影響について初期検討を行った。

具体的には、まず回答矛盾などの発生が見ら

れたことから（同朋の誕生年や死亡年の矛盾

ほか）、そのクリーニングを実施した。その

後、同朋の健康・機能・就労・最終学歴の各

情報を、それぞれ instrument とみなし、学

歴・就労による健康・機能における格差の検

出を、naive モデルと比較した。しかし両者

の推計結果に大きな違いがでず、instrument

としての計測が機能していなかった。 

これは測定の失敗なのか、測定した対象者で

はすでに同朋においてもセレクションの結

果を受けてしまっているためなのか、鑑別す

るため、別途研究で実施していた 50 歳以下

の成人を対象とした調査に依頼し、同様の同

朋情報収集を実施し、その結果と比較検討す

ることを試みるとともに、instrument として

は用いずに、同朋との就労歴・学歴などが異

なる群と、比較的似ている群の２群に分け、

前者はなんらかの特殊な選択・サバイバルの

影響を受けたもの（status inconsistent群）、

後者を幼少期の社会経済環境の曝露の自然

経過を経たもの（natural course 群）、とみ

なし社会経済的要因と健康・機能の関連を 2

群比較することで、生存選択の影響の有無だ

けを判定するアプローチに切り替えて検討

を行うこととした。 



その結果、記憶力や計算力などの高次機能の

低下においてみられていた学歴格差が、

inconsistency のある場合では消失する傾向

が確認された。すなわち、同朋と到達学歴が

inconsistent なケースでは、学歴到達するう

えで、なんらかの特殊な状況を経てサバイバ

ルした可能性が示唆された。 

2016 年度にかけてさらに検討したところ、握

力では年齢・性調整後も、高学歴ほど握力が

高い傾向が見られていたが、これは同朋との

到達学歴レベルが一致していない群でのみ

観察されており、一致群ではそうした関係が

見られないことが明らかとなった。一方、喫

煙習慣については、全体として高学歴では少

ない傾向が見られていたのに対し、層化分析

の結果、同朋との到達学歴が一致している群

では高学歴者で喫煙が多く見られていた。な

お鬱・IADL の学歴格差については 2層間で違

いは見られなかった。なお本来予定していた

10 都市すべてのデータについて他事業で収

集された5都市分についてデータ利用申請を

行ったが、個人情報保護法改正に伴い、デー

タ貸し出し規約の改定作業と重なり、残念な

がら本研究事業の期間中にデータ利用許可

を得ることができなかった。事業終了後も引

き続き検討することとした。 

脚長について再度幼少期の栄養状態を表す

anthropometric measure として、また内臓肥

満の指標 biomarker として身長・腹囲比を用

い、幼少期の栄養と現在の内臓肥満が、収縮

期血圧と学歴の関連性をどれほど説明する

かを検討したところ、いずれも独立に媒介説

明力を持つことが明らかとなった。このこと

から、幼少期からライフコースにわたって決

定される生物学的要因と教育などを通じて

決定される生活様式の双方がそれぞれ血圧

の社会格差に関連していることが示唆され

た。これについてもサンプル数が 5都市分で

限られていることから、今後 10 都市分のデ

ータを用いて再度検討を行う予定である。 

2015 年には別途研究事業で実施されていた

若年・中年パネル調査（まちと家族の健康調

査）の場を借りて、同様に同朋情報を収集し

約 800 人から回答を得ることができた。喫

煙・うつなどにおいてみられる学歴格差につ

いて、同朋との学歴レベルの一致性によって

2 群比較をしたところ、JSTAR で観察された

ものとほぼ同様の傾向がみられた。以上から、

社会的選択により学歴の健康格差はバイア

スされている可能性が示唆され、本研究事業

を通じて、同朋情報などを用いて社会的健康

格差の再検証を行う余地があることが明ら

かとなった。 
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